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活断層周辺で地震時に生じる地表変形を数値解析等の手法で予測することは，変状が社会基盤に与える影響
を考察する上で重要である．変形予測では，断層面形状，地下構造，広域応力場，岩盤材料特性，松田式に代
表されるスケーリング則など様々な情報を積極的に統合・活用することが肝要である．本論文では，これまで
地表変形解析に導入されてこなかったスケーリング則 (松田式)を有限要素法に組み込む一手法を提案する．提
案手法を上町断層系に適用し，得られた変位量をボーリング調査結果との比較を行い，一定の確度を有するこ
とを確認した．次いで，変位場の広域応力状態に対する依存性や断層面間の相互作用について検討し，変位が
最大化される圧縮軸の方角や生駒断層と上町断層の相互作用についての知見を得た．
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1. はじめに

1999年トルコ・イズミット地震，および同年に発生
した台湾・集集地震では，地表近くの断層が大きくず

れ，地震動のみならず断層変位が地表に現れることに

よってインフラストラクチャーに大きな被害をもたら

した．我が国においても，断層がずれ動くことによっ

て，地表に変状が現れる事例は，たびたび確認されて

いる．近年断層変位が確認された事例として，2014年
長野県神城断層地震および 2016年熊本地震が挙げられ
る．勝部ら 1)は，2014年長野県神城断層地震で現れた
長さ 8 km程度の地表地震断層に沿って 43地点で変位
分布を調査し，最大上下変位量が 1.4 m 程度であった
ことを報告している．また，Shirahama et al.2) の 2016
年熊本地震に対する現地調査では，布田川断層に沿う

複数の地表地震断層が確認されており，益城町堂園地

区では最大 2.2 mの横ずれ変位が計測されている．

いずれの地震においても地表で観測された変位量は

構造物の機能を失わせるには十分な大きさであり，地震

時地表変位について対策を講じておく必要がある．対

策を講じるためには，地表でどの程度の変位が生じる

かを事前に把握しておくことが肝要である．この課題

に対して，数値シミュレーションが地表変位を想定す

る際のツールとして重要な役割を果たすことは広く認

知されており，土木分野ではこれまでに様々な数値解

析手法によって様々な初期条件および境界条件の元で

地表変位に関する知見を得るための研究がなされてき

た 3)–13)．これらの研究の多くは表層地盤を対象とした

ものであり，用いられる有限要素の構成式や個別要素

間の力学モデルは弾塑性モデルが標準的に用いられる．

また，ほとんどの研究では表層地盤下端に入力される

変位を境界条件として設定している．当然ながら，表

層地盤下端に入力される変位量は，トレンチ調査によっ

て過去の地震時変位が明らかな場合を除いて，何らか

の方法に基づいて変位量を推定することになる．本研

究は，表層地盤下部に入力される変位量をシミュレー

ションによって推定しようとするものである．

表層地盤下端に入力される変位量を推定する方法の

一つは，動力学的断層破壊計算を通じて断層面内の破

壊を直接シミュレートし，これに伴う地表付近での変位

場の経時変化を表層地盤下端の境界条件とすることで

ある．動力学的断層破壊計算は地震学の分野を中心と

して広く行われており (例えば Aochi and Fukuyama,14)

Aagaard et al.,15) 加瀬ほか,16) Kase and Day,17) 澤田 18)

など)，すでにいくつかのベンチマーク問題 19) も設定

されるなど，活発に研究されている. 動力学的断層破壊
計算では，岩石の密度・P波速度・S波速度，断層面の
静摩擦係数，動摩擦係数，粘着力，限界せん断変位が

物性値として必要となる．また，断層面に作用する応

力場も初期条件として設定する必要がある．

表層地盤下端に入力される変位量を推定する他の方法

として，松田式 (後述)などに代表されるスケーリング
則を利用する方法が考えられる．断層変位の観測事例は

国内外を問わず数多く報告されているため，報告結果を

まとめることで断層長と地震時に生じた断層変位の関係

性，断層長と地震モーメントとの関係性，などのスケー
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リング則が国内外で数多く議論され，多くの関係式が

提案されている (KANAMORI and ANDERSON20) ,松田
21) ,松田ほか 22) ,武村 23) ,入倉・三宅 25) , Wesnousky24)

など)．関係式からは地表で観察される断層長と変位量
の関係などが得られるため，簡便に変位量を推定する

ことができ，これを表層地盤への入力と設定できる．

近年，反射法地震探査等によって断層面を 2次元的
あるいは 3次元的に推定することが行われるようになっ
たため，推定された断層面形状を利用した動力学的断

層破壊計算には一定の合理性がある．しかしながら，シ

ミュレーションで用いるパラメータが多いこと，一定

以上の計算時間が必要となること，初期応力場を適切

に推定する必要があることなどの制約のため，動力学

的断層破壊計算を利用する場合には一定以上の経験が

必要となる．他方，松田式に代表されるスケーリング

則は，実際の地震に対する調査結果から得られた関係

式が一定以上の確度で成り立っているため，スケーリ

ング則によって地震時地表変位を推定することも重要

である．

以上の背景を踏まえ，本研究では，表層地盤下端に

入力される変位量を推定することおよび複数の断層か

らなる断層系への広域応力場の影響を簡易に評価する

ことを目的として，動力学的断層破壊計算よりも簡便

で，スケーリング則を考慮した地表変位簡易評価手法

を有限要素法の枠組の中で提案する．次いで，提案手

法を複数の断層面からなる上町断層系に適用し，断層

系が最もアクティブになる広域応力場を探索する．こ

の応力状態の探索は，土木構造物を設計する場合や動

力学計算を実施するにあたり，シビアな応力条件を設

定する際の基礎情報となる．最後に，上町断層系を構

成する各断層面の相互作用について議論する．

2. FEMに基づく地震時地表変位の簡易評価
手法について

今回提案する手法が目指す要件は，次の (a)から (f)
のとおりである．

(a) 設定するパラメータの数をなるべく少なくすること
(b) 計算時間をなるべく少なくすること
(c) 複数の断層面をシミュレーションに導入すること
(d) 広域応力場の設定方法を簡素化すること
(e) 広域応力場の影響を導入し，断層系をアクティブ
にする応力条件を探索すること

(f) シミュレーションから得られる地表変位が松田式
(後述)に代表される観測事実と整合的であること

　上述の要件を実装するため，有限要素法に次に示す

仮定 (1)から (4)を導入する (図–1)．

(1) 断層面上の構成関係は線形弾性と仮定する (要件

図–1 地表変位簡易評価手法の概要

(a), (b)への対処)
(2) 断層面はジョイント要素によって表現する (要件 (c)
への対処)

(3) 解析モデルは 2軸圧縮応力で模擬される造構応力
場下にあると仮定し深さ方向への変化は考えない．

ただし，主軸方向は変更できる (要件 (d), (e)への
対処)

(4) 断層面上の接線方向バネ剛性は，スケーリング則
(後述)を満たすように決定する (要件 (f)への対処)

動力学的断層破壊計算では，断層面の構成式にすべ

り弱化モデルが用いられるが，本研究ではシミュレー

ションの安定性と高速性を勘案し，法線方向バネ剛性

kn と接線方向バネ剛性 kt からなる線形弾性モデルと

する．断層面 (厚さ t)を構成する岩石材料のヤング率
を E，ポアソン比を ν とすると，一般化フックの法則

から各バネ剛性 [(N/m)/m2]は次のように近似できる．

kn =
E(1− ν)

t(1 + ν)(1 − 2ν)
(1)

kt =
G

t
(2)

断層変位は，接線方向バネ定数に強く依存していると

考えられるが，接線方向バネ剛性には断層長がパラメー

タとして入っていないため，断層長に依らず一定のバ

ネ剛性を用いる限り，観測事実である松田式を説明す

ることはできない．そこで，松田式が満たされるよう

に接線方向バネ剛性を調整する．パラメータ調整の詳

細は次章で述べる．

初期応力場は通常，重力による応力成分と造構応力

成分の和として定められるべきであるが，一般に地下

の応力状態を推定するのは困難である．ここでは最も

単純なケースを想定し，解析モデルが造構応力を模擬

した 2軸圧縮応力下にあると仮定する (最大主応力 σ1，

最小主応力 σ2)．ただし，主軸方向は任意であり，断層
系がアクティブになる主軸配置を探索することができ

るようにする．また，重力に起因する応力は考慮しな

い．図–1左上に示すように，最大圧縮軸が x軸から反
時計回りに θ [rad]回転した座標軸 (x’-y’系) を主軸と
する 2軸圧縮を考えた場合，x-y系での応力成分 (解析
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モデルに作用させる初期応力 [σ0])は座標変換によって
次式で表される．

[σ0] = [AT ][σ′][A]

=

[
σ1 cos

2 θ + σ2 sin
2 θ (σ1 − σ2) sin θ cos θ

(σ1 − σ2) sin θ cos θ σ1 sin
2 θ + σ2 cos

2 θ

]
(3)

ここで，[A]は座標変換マトリクスである (A11 = A22 =

cos θ, A12 = −A21 = sin θ)．

次に，2軸圧縮応力 σ1 と σ2の設定について述べる．

まず，地震前後における断層面上のせん断応力の降下

量 (応力降下量)は，さまざまな地震について調べられ
ており，おおむね数MPaから 10 MPa程度と報告され
ている (例えば，釜江・入倉 26) ,壇ほか 27), 28)，Seno29)

など)．これらの文献を参考として，2軸圧縮によって
断層面に作用する最大せん断応力を 10 MPa と設定す
る (σ1−σ2

2 = 10 MPa)．σ1およびσ2 の大きさについて

は，どのように定めても松田式を満たすように断層面

上の接線方向バネ剛性を調節するため，任意性がある．

今回は，池田ら 30)によって計測されている野島断層の

地下 1000 m での応力値 (約 30 MPa)を σ1 とする．な

お，断層面に作用する最大せん断応力を 10 MPa と設
定しているので，σ2 は 10 MPaとなる．以降の解析で
は，常に σ1 = 30 MPa, σ2 = 10 MPaと設定した．パラ
メータ数の観点では，標準的な動力学的断層破壊計算

が 11個程度であるのに対し，提案手法では 7個 (E, ν,
t, kt, σ1, σ2, θ)となり，半数とまではならないが一定レ
ベルの削減となった．

3. 松田式を満たす断層面接線方向バネ剛性
について

松田 21)によれば，気象庁マグニチュードMj と断層

トレース長 L[km]の関係性および気象庁マグニチュー
ドMj と変位量 D[m]の関係性がそれぞれ次のように
提案されている．

logL = 0.6Mj − 2.9 (4)

logD = 0.6Mj − 4.0 (5)

これらの式より，断層長 L[km]と変位量 D[m]の関係
は次式となる．

D =
L

101.1
(6)

なお，松田式の適用範囲は関係式の作成に用いたデータ

セット (明治以降に生じた気象庁マグニチュードが 6.2
以上となる 14の内陸地震)から，断層長が 10～80 km
程度の断層までについて範囲可能と推察できる．本研

究では観測事実を重視し，シミュレーションから得ら

れる地表変位が松田式と整合するように断層面上の接

線方向バネ剛性を決定する．

図–2 松田式を満足する接線方向バネ剛性を設定するための
横ずれ断層モデル

ここでは，図–2に示す横ずれ断層モデルを用いて松
田式が満たされる断層面上の接線方向バネ定数を検討

する．なお，用いる初期応力場はσ1 = 30 MPa, σ2 = 10

MPa (深さ方向に一定)である．断層面は断層面上に最
大せん断応力 10 MPaが作用するように最大圧縮応力
σ1の軸に対して 45 °回転させている．断層長 Lを 5 km
から 80 kmまで 5 km刻みで変化させた際に断層線中央
部で得られる横ずれ変位量 (ネットスリップ)が式 (6)で
表される関係を満たすように断層面上の接線方向バネ

剛性 ktを決定する．なお，断層幅は断層長 Lに依らず

深さ方向に 20 km (傾斜角 90 °)と設定している．逆断
層モデルではなく横ずれ断層モデルを用いてバネ剛性

を同定することの理由は，松田式の元となったデータに

横ずれ断層の事例が多いこと，2軸圧縮によって断層面
上にねらいのせん断応力を載荷しやすいことに依って

いる．解析モデルは，最も自由度が大きい L = 80 km
の場合で，約 20万個の四面体 2次要素からなっており，
断層面については約 1.2万個の 3角形要素 (最大寸法 1
km)から構成される．また，地表を除く境界は固定壁と
設定している．地殻のヤング率はおよびポアソン比は，

それぞれ 45 GPa, 0.3とし，断層面の厚さ tは 0.5 mと
設定した．断層面上の法線方向剛性については，式 (1)
によって算出した値を用いた．今回，数値シミュレー

ションの実行には有限要素法に基づく汎用工学ソフト

ウェア，COMSOL Multiphysics®を用いた．なお，単純

なベンチマーク問題を通じて COMSOL Multiphysics®

とOkadaのディスロケーションモデル 31)を比較し，両

者から求まる変位分布が十分一致することはすでに確

認している．

図–3に，接線方向バネ剛性と断層長の関係を示す．こ
こでは，断層周辺母岩のヤング率が 45 GPaのケースの
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図–3 松田式を満足する接線方向バネ剛性

図–4 断層端部の応力集中の影響 (鉛直変位分布を例として)

ほか，15, 25, 35 GPaとした場合の結果 (ポアソン比 0.3)
も合せて示している．断層長が 30 kmよりも大きい場
合，断層長の増加につれて剛性が一様に低下していく

ことがわかる．松田式では変位量が断層長に比例する

ため，これに対応して線形的にバネ剛性が低下してい

ると考えられる．一方，断層長が 30 kmよりも小さい
場合では，変化傾向が線形ではなくなっている．断層

端部での応力集中の影響が断層内部にまで及んでおり，

線形関係が成り立っていないものと推察できる．また，

異なる母岩のヤング率に対する結果から，松田式と整

合するバネ剛性の母岩のヤング率依存性はほとんどな

く，母岩ヤング率が 15 GPaから 45 GPaの範囲内では
図–3の関係を利用できることがわかる．つまり，母岩
の剛性のオーダに比べて断層面の接線方向バネ剛性は，

十分柔らかいと言える．当然ながら，図–3の関係は 2
軸圧縮応力を σ1 = 30 MPa, σ2 = 10 MPaと設定した場
合に限られる．2軸圧縮応力の設定を変更する場合は，
設定した応力に対応する図–3の関係を求めておく必要
がある．

断層端部での応力集中がどの程度断層内部にまで影

響を及ぼすのかを確認するため，断層長が 5 km の場
合と 80 kmの場合について断層線近傍における鉛直変
位分布を示したものが図–4である．赤い領域は隆起を，
青い領域は沈降をそれぞれ表している．断層長が 5 km

図–5 松田式を満足するバネ剛性を用いた場合と一定のバネ
剛性を用いた場合の比較

の場合 (図–4(a))は，断層線中央部にまで大きな変状が
及んでいる．一方，断層長が 80 kmの場合 (図–4(b))は，
大きな変状は断層端部にて確認できるが，断層端部を

除く断層線中央部 50 kmの領域では端部の影響は小さ
い．鉛直変位を用いたラフな見積ではあるが，図–4は
断層長が 30 km以下で断層両端での応力集中が干渉し
はじめることを表しており，応力集中の干渉が図–3で
確認された非線形領域 (断層長 <30 km)の原因となる
ことを示唆している．

図–5は，接線バネ剛性に一定値を用いた場合と，図–3
の関係を用いた場合の各ケースについて断層線中央部

におけるネット変位量をプロットしたものである．当

然ながら，図–3の関係を導入した場合は，松田式から
得られる変位量と合致する．一方，一定値 (断層長 30
kmで松田式を満たす値)を用いた場合，断層長が大き
い場合には変位を過小評価，断層長が小さい場合には

変位過大評価する傾向がある．また，シミュレーション

の計算時間については，自由度が最も大きい断層長 80
kmのケース (約 84万自由度)で約 100秒であった．用
いた計算機の性能は，Intel® Xeon® E5-2697(28コア)・
256 GBメモリである．
以上，本研究では松田式を満たすように接線方向バ

ネ剛性の設定したが，他のスケーリング則についても，

変位量と対応する物理量 (例えば断層面の面積など)の
関係が求まる場合は，同様の手続きでシミュレーショ

ンに導入可能であると考える．次章の上町断層系に関

するシミュレーションでは，今回の検討を通じて得ら

れた図–3の関係を断層面上の接線方向バネ剛性に導入
する．
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図–6 上町断層系を含む大阪湾周辺の解析領域 (200 km×200 km×50 km)と各断層の位置関係

4. 提案手法の上町断層系への適用

上町断層系は大阪平野に位置し，大阪府豊中市から

大阪市を経て岸和田市に至る断層系であり，その断層

線はほぼ南北に伸びている．また，断層の東側が隆起

する逆断層である．上町断層系はその北部に有馬・高

槻構造線および佛念寺山断層，東部に生駒断層，南部

に中央構造線が存在している．とりわけ上町断層は反

射法地震探査を中心とする調査が精力的に行われてき

た (例えば，吉川ほか 33) ，山本ほか 34) ,大阪市 35) ，杉

山ほか 36)，地震調査推進本部 32) など)．上町断層を含
む前述の断層群が最も活動的となる広域応力場を推察

することや，周囲の断層が上町断層系に与える影響を

考察しておくことは，上町断層に関連する防災計画を

策定する上で一定の意義があると考えられる．上記に

挙げた断層面をすべて考慮し，断層帯に対するシビア

な応力状態を推定したり断層面間の相互作用を論じる

ことは筆者の知る限りこれまでにほとんど行われてい

ない．ここでは，提案手法を上町断層系に適用し，上

記検討事項について議論する．

(1) 解析モデル

今回考慮する上町断層系および周囲断層面の総数は

10であり，各断層面の位置関係を図–6に示す．断層 1
と 2が上町断層系のメインセグメント，断層 3は上町
断層南部セグメント，断層 4と 5は上町台地を構成す
ると考えられる副断層であり，断層 1から 5を合わせ
て上町断層系とする．断層 6と 7は有馬・高槻構造線

表–1 上町断層系を含む大阪湾周辺の各断層のサイズ，傾斜
角，走向方位角 (断層 IDは図 6中の番号に対応)

断層 ID 断層長 [km] 断層幅 [km] 傾斜角 [°] 方位角 [°]
断層 1 17.0 20.0 50.0 (東落ち) N2E
断層 2 20.0 20.0 50.0 (東落ち) N23E
断層 3 26.0 17.0 60.0 (東落ち) N44E
断層 4 6.9 1.3 30.0 (西落ち) N12E
断層 5 6.1 1.3 30.0 (西落ち) N24E
断層 6 28.0 15.0 90.0 N58E
断層 7 27.0 15.0 90.0 N69E
断層 8 8.0 17.0 50.0 (東落ち) N19W
断層 9 33.0 20.0 50.0 (東落ち) N2E
断層 10 60.0 15.0 90.0 N77E

であり，断層 8は佛念寺山断層である．断層 9は生駒
断層，そして断層 10が中央構造線である．また，各断
層のサイズ・傾斜角・走向に関する情報を表–1に示す．
断層面に関する情報 (特に地下に関するもの)は，現時
点での最新の知見 32) を勘案して決定した．

上町断層系および周囲断層面を含む200 km ×200 km
× 50 kmの領域を解析対象とし，領域内を有限要素で
分割する．また，各断層面はジョイント要素によって表

現する．解析モデルは図–7に示すとおりであり，約 76
万個の 4面体 2次要素と，約 3.4万個の 3角形 2次要素
から成る．断層面 4と 5は 250 mのノード間隔，他の
断層面は 1 kmのノード間隔でメッシュを生成した．解
析に用いたパラメータは，表–2のとおりである．また，
境界条件として，地表を除く端面を固定壁としている．

座標軸と方位の関係は，図–6にあるとおり，x軸方向
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図–7 上町断層系に対する有限要素モデル

表–2 解析に用いたパラメータ

地殻のヤング率 45 GPa
地殻のポアソン比 0.3
各断層面の厚さ 0.5 m

断層面の法線方向バネ剛性 式 (1)で算出
断層面の接線方向バネ剛性 図–3の関係を設定

2軸圧縮応力 σ1, σ2 30 MPa, 10 MPa
圧縮軸角度 θ (東から反時計まわり) 0°– 180°

が東，y軸方向が真北に対応する．なお，z軸方向は鉛
直上向きとした．

(2) 上町断層に対する既往の変位評価結果との比較

上町断層 (メインセグメント)に対する地震時変位の
推定は，中央防災会議 38)(Okadaのディスロケーション
モデル)や加瀬ら 16)(動力学計算)によってなされてい
る．両者の断層面の設定は異なっており，傾斜角を例

にとれば中央防災会議の資料では 70 °となっているが，
加瀬らの研究では 60 °である．これらの評価のほか，断
層 1(北側メインセグメント)の北端近くに位置する新淀
川北岸では，杉山ら 39) によってボーリング調査 (深度
約 50 m)がなされており，最新活動に伴う鉛直方向相対
変位量 (上下変位量)は，1.6～2.4mと報告されている．
ここでは中央防災会議での断層変位評価や加瀬らの

結果ならびに杉山らのボーリング調査結果との比較を

行い，提案手法の妥当性を検討する．上記に挙げた解

析では上町断層メインセグメント (本論文の断層 1と 2
に対応)のみをモデル化しているため，この条件に近づ
けるように断層 1と断層 2以外の断層についてバネ剛
性を式 (1)と式 (2)から得られる値とし，断層 1と 2の
みに松田式にしたがうバネ剛性 (図–3の関係)をセット
する．すなわち，断層 1と 2以外の断層面は固着した状
態となる．加えて，θ = 0°として，東西方向に最大圧縮

図–8 上町断層メインセグメントに沿う鉛直方向相対変位分布

応力軸を一致させる．この条件で傾斜角を 50°, 60°, 70°
と変化させ，断層線に沿う鉛直方向相対変位をプロッ

トしたものが図–8である．
図–8より，傾斜角が 50°60°のケースでは，変位分布

様式にほとんど差がない．一方，70°のケースでは他の
ケースに比べて変位量が減少する．南側のセグメント

での変位量が大きい理由は，断層長が北側のセグメン

トよりも長く，松田式 (変位量∝断層長)が反映されて
いるためである．中央防災会議資料によれば，断層の

東側で最大 1.9 mの隆起，断層の西側で最大 0.7 mの沈
降が予測されている．ただし，中央防災会議資料では

断層の先端が地下 4 kmに埋没しており，地表まで断層
面を到達させている今回用いたモデルと条件は異なる．

加瀬らの研究でも 2 m程度の上下変位量が見積られて
おり，中央防災会議資料と同様に断層面先端は地下に

埋没 (深度 1.39 kmまたは 0.35 km)している．なお，大
阪市街地周辺 (上町断層北部)の領域で上町断層が伏在
断層ではなく地表まで到達していることが近藤ら 40)に

よって報告されている．傾斜角 50°の場合のシミュレー
ション結果から得られた，杉山らのボーリング調査地点

に対応する箇所での上下変位量は 1.51 mであり，ボー
リング調査結果 (1.6～2.4 m)と整合的である．
図–9は，傾斜角 50°の場合の鉛直方向変位分布であ

る．本手法から得られる断層線近傍の変位分布様式は，

Okadaのディスロケーションモデルから得られる分布
様式と似通ったものになり，中央防災会議資料中の結

果と同様に変位分布から断層線の西側では沈降が確認

できる．中央防災会議資料では，最大 0.7 mの沈降が
予測されているが，本モデルでは最大 0.4 mとなった．
この理由は，傾斜角の違いに加え，ディスロケーショ

ンモデルがその理論上，地表に到達している断層面を

設定できないのに比べ，FEMを用いているため地表の
に接する要素をジョイント要素とすることで地表を切
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図–9 上町断層メインセグメント近傍における鉛直方向変位
分布

る断層を表現していることにあると推察できる．なお，

傾斜角を 70°とした場合については，最大沈降量は 0.58
mとなり，中央防災会議で示された値に近づく．
松田式から得られる断層長と変位の関係 (式 (6))より，

断層 1について変位量が 1.35 m，断層 2について 1.59
mと求まる．シミュレーションから得られた各断層線
中央部での値は断層 1について 1.64m，断層 2につい
て 1.74 mである．松田式よりもシミュレーションの数
値が 10から 20%程度大きくなる理由は，これらが逆断
層であり断層線 (ほぼ南北走向) に直行する方向 (東西
方向)に最大圧縮応力 σ1 がしていること，パラメータ

調整を横ずれ断層モデルで実施したことに依っている．

すなわち，松田式に基づく変位量が常に算出されるわ

けではなく，広域応力場と断層面配置の組み合わせに

応じて変位量が自動的に変化する．この結果は，力学に

基づくアプローチと松田式 (経験則)に基づくアプロー
チの融合という観点から一定の意義があると考える．

以上，ボーリング調査結果および既往の研究との比

較・検討から，提案手法に基づく変位評価結果は，第 2
章で述べた大胆な簡素化・仮定にもかかわらず上町断

層系の断層変位予測に対して一定の確度を有している

と推察できる．今後，他断層系にも本手法を適用し，調

査結果と比較することにより正確度を確認していく必

要があるが，他断層系への適用事例については別稿を

期したい．

(3) 上町断層系をアクティブにする応力状態について

大阪平野の広域応力場は，東西圧縮に近いと考えら

れており，加瀬ほか 16)の動力学計算においても最大圧

縮主応力の方向は，東西方向に設定されている．また，

Matsushita and Imanishi41) は最近の約 10年間に大阪平

図–10 断層線上RMS変位 (ネット変位)の圧縮主軸角度依存性

野とその近傍で発生した 238の微小地震の発震機構解
析から，微小地震の圧縮軸はほぼ東西方向（ESE–WNW
～ENE–WSW）であると推察している．一方，複数の
断層面の位置・走向・傾斜が決まった段階で，断層系が

アクティブとなる広域応力場 (シビアな応力状態)はシ
ミュレーションによってある程度推察できる．したがっ

て，シミュレーションから求まるシビアな応力状態が

フィールド調査や水圧破砕法からもとまる応力場とど

の程度類似しているかを検討しておくことは，対象地

域の地震発生ポテンシャルや防災計画を議論する上で

有用である．

2軸圧縮応力の作用軸の角度 θを 0°から 180°まで 5°
刻みで変化させた際，断層線上に生じる相対変位 (ネッ
トスリップ)の 2乗平均平方根 (以下，RMS変位と表記)
がどのように変化するのかを示したものが，図–10で
ある．図中，赤の一点鎖線は，解析モデルに断層 1と
断層 2(上町断層メインセグメント)のみを考慮した場
合を，黒丸は解析モデルに全断層面を考慮して各断層

面に図–3の関係を導入したケースで全断層線について
RMS変位を求めた場合を，白四角は黒丸を求めた解析
条件で上町断層メインセグメントのRMS変位のみを取
り出した場合をそれぞれ表している．ここで，θ が 0°
または 180°となるケースは東西圧縮に，θが 90°となる
ケースは南北圧縮に対応する．大局的には，どのケース

についても最大圧縮応力軸が東西圧縮からわずかに傾

き，西北西-東南東の方向に設定された場合に，大阪湾
を囲む断層系としてアクティブとなることが推察でき

る．また，RMS変位の最大値と最小値の比は約 2.5程
度であり，圧縮応力の向きが異なることによる変位の

変化は決して小さくはない．先に挙げた微小地震発生

機構解析から得られる結果が広域応力場を表している

ものと仮定すると，上町断層系に作用している応力状

態は，シビアな応力状態に近いと考えられる．一点鎖
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図–11 異なる θ に対応する断層面上すべり分布

線と白四角を比べることで，上町断層メインセグメン

トのみを考慮した場合と全断層面を考慮した場合の違

いを考察できるが，今回のケースでは大きな差異はほ

とんど見られない．ただし，黒丸のケースのように上

町断層系のみではなく，大阪湾周辺を囲む断層群まで

考察の対象を広げると，西北西-東南東方向への圧縮の
みならず，θが 60°となるケースでも一定レベルのピー
クが確認できる．以下，θ毎の断層面上すべり分布を示

し，各断層のすべり分布の θ依存性を検討する．

図 11は，すべての断層面の接線剛性に図 3の関係を
導入した場合 (図–10の黒丸プロット系列)について，θ

が 0°，30°，60°，105°，120°，155°の各ケースにおける
断層面上の相対変位の大きさ (ネットスリップ)を示し

たものである．θが 155°のケース (図–11(f))は，断層線
上の RMS変位が最も大きくなったケースであるが，断
層 4と 5(いずれも副断層)と断層 8(佛念寺山断層)を除
く全ての断層で大きなすべりが生じていることが確認

できる．断層 4，断層 5，断層 8は断層長がそれぞれ 6.9
km，6.1 km，8.0 kmと短く，松田式を満たすバネ剛性
が急激に大きくなるため，すべり分布は小さくなった

ものと推察できる．松田式の適用範囲外と考えられる

断層長が小さい場合の剛性の設定については，他の経

験式とのさらなる比較・検討が必要であり，今後の課題

の一つである．バネ剛性を設定する際，断層長が一定

以上ある場合は松田式を，断層長が短い場合は他の経

験式を考慮すること等も考えられる．
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θが 105°のケース (図–11(d))は，断層線上のRMS変
位が最も小さくなるケースである．断層 2,3(上町断層系
南部)と断層 9(生駒断層)以外の断層ですべりが小さく
なっていることがわかる．特に断層 10(中央構造線)の
相対変位量は小さくなっているが，最大圧縮応力の軸

の方位が断層面の法線方向に近いためであり，傾斜角

が 90°の断層面は逆断層に比べて圧縮する方位の影響を
強く受ける．例えば，θが 120°のケース (図–11(e))にお
ける断層 6,7(有馬・高槻構造線)についても相対変位が
小さい理由は最大圧縮応力の軸の方位が断層面の法線

方向に近いことに依っている．なお，θが 30°のケース
(図–11(b))でも断層 6,7(有馬・高槻構造線)の相対変位
が小さくなっているが，この場合は σ2の圧縮軸と断層

面法線方向が近いことに依っていると考えられる．断

層面の傾斜角が 90°の場合は，圧縮軸の方位と面直方向
の関係にすべり量が強く依存することは直感的にもわ

かりやすい．

θを変化させていくと，断層面のすべり方向は様々に

変化する．例えば，断層 10(中央構造線)にいたっては，
20 ≤ θ ≤ 100の範囲内では，「左横ずれ」となる．中央

構造線は第四紀以降は「右横ずれ」42) とされているた

め，現実には 20 ≤ θ ≤ 100の範囲に σ1 圧縮方向が入

ることはないと考えられる．以上のように提案手法は，

断層面が複雑に配置される領域の広域応力場を考察す

るためのツールとしても活用できる．

今回の検討では，各断層面の傾斜角は既知であるとし

て，断層線上の変位量が最大となる角度を探索した．こ

こでは θを変化させて全 37ケースの計算を行っている
が，計算時間については 900秒 (1ケースあたり 24秒)
であった．よりシビアな条件を考察したい場合は，断

層面の傾斜角もパラメータとして圧縮軸の角度と合わ

せて最も変位量が大きくなる組合せを探索すればよい．

(4) 断層面間の相互作用についての検討

本手法では，断層面に健全な岩石の物性を与えるこ

とで，断層面がロックしている状態を模擬してきた．こ

れを利用して，ある断層面はロック，他の断層面はずれ

変位を生じさせる，などの操作によってある断層が着

目している断層へどの程度影響を及ぼすのかを検討す

ることができる．モデル化している断層面の総数は 10
であるため，断層面のロック・アンロックの組合せ全て

を検討するには約 1000通りの検討が必要であるが，こ
こではすべての組合せではなく，上町断層メインセグ

メントへの周辺断層の影響のみを検討する．すなわち，

「断層 1,2,3」のみがアクティブ，「断層 1,2,4」のみがアク
ティブ，「断層 1,2,5」のみがアクティブ，「断層 1,2,6」の
みがアクティブ，「断層 1,2,7」のみがアクティブ，「断層
1,2,8」のみがアクティブ，「断層 1,2,9」のみがアクティ

図–12 断層 1，2に加え，断層 9(生駒断層)を考慮したケース

図–13 断層 1，2に加え，断層 3(上町断層南部セグメント)を
考慮したケース

ブ，「断層 1,2,10」のみがアクティブの 8ケースである．
シミュレーションの結果，「断層 1,2,9」のケースと，

「断層 1,2,3」のケースが断層 1,2のみを考慮した場合と
の差異が大きく，断層 1，2のみのケースに比べて変位
量が小さくなる．なお，変位量が小さくなる傾向はほ

ぼ全てのケースで共通であり，メインセグメントを除

く断層面でひずみエネルギーを解放するためであると

解釈できる．断層面積が大きく，メインセグメントとの

距離が近いほど相互作用は強くなるが，断層面の面積

が最も大きい中央構造線が上町断層メインセグメント

におよぼす影響は，ほとんどないことを確認している．

「断層 1,2,9」のケースの変位分布 (ネットスリップ)
を図–12に，「断層 1,2,3」のケースの変位分布 (ネット
スリップ)を図–13にそれぞれ示す．なお，これらの図
には，断層 1,2のみをアクティブにした場合の結果 (点
線)も併せて示している．
図–12の結果は，次のように解釈できる．断層 9(生

9



図–14 鉛直方向変位分布による断層 3の影響の説明

駒断層)は断層長が一定以上あり，断層線が σ1 圧縮軸

にほぼ直交するため，大きな変位が生じる．この結果，

断層 1,2を駆動させるためのひずみエネルギーの一部
が断層 9で解消され，断層 1上で生じる変位量が最大
で 0.14 m程度小さくなる．図–13では，断層 3(上町断
層南部セグメント)は近接する断層 2(上町断層の南側メ
インセグメント)のみに影響を及ぼしている．y ≤ −10

[km]の領域では変位量が断層 1，2のみを考慮する場合
に比べて小さくなっているが，この領域は断層 3と斜
交している領域である．一方，−10 ≤ y ≤ 0 [km]の領
域で断層 1，2のみを考慮した場合よりも大きな変位量
となっている (最大 5 cm程度)．
これらの理由を考察するため，鉛直変位分布を描い

たものが図–14である．断層 2の東側で，断層 3と斜
交しない領域の鉛直変位は断層 1，2のみを考慮した場
合とほとんど変化しておらず，隆起量は同程度である．

他方，西側では断層 3の影響を受けて沈降量が大きく
なっているため，断層線上に現れる食い違い量は断層

1，2のみを考慮した場合よりも大きくなっている．断
層 2の東側で，断層 3と斜交する領域では隆起量が断
層 1，2のみを考慮した場合よりも大きくなるが，断層
3の影響で西側の隆起も一定量現れる．この結果，断層
線上の食い違い量は断層 1，2のみを考慮した場合より
も小さくなる．

5. まとめと今後の展望

松田式に基づく断層長と変位量の関係を有限要素法

に導入し，スケーリング則に代表される経験的な知見，

地形判読・反射法地震探査結果等に基づく断層面情報，

そして力学的要素の 3項目を考慮した簡易的な断層変
位予測手法を提案した．加えて，提案手法を上町断層

系を含む大阪湾周辺の断層変位解析に適用した．本研

究のまとめは，以下のとおりである．

1. 松田式を満足する断層面上バネ定数の断層長依存

性をパラメトリックスタディーを通じて見出し，有

限要素法に組み込んだ．

2. 提案手法を上町断層に関連したボーリング調査結
果や既往のシミュレーションと比較し，一定レベ

ルの確度で両者が整合していることを確認した．

3. 広域応力場の圧縮を模擬し，西北西–東南東 (θ =

155°)に最大圧縮応力が作用する際，上町断層を含
む大阪湾周辺の断層系が活発になると予測された．

4. 最大圧縮応力の作用方向がθ = 155°となる場合 (最
も活動的)の平均的な変位量は，最大圧縮応力の作
用方向が θ = 105°となる場合 (最も変位が小さい)
の約 2.5倍となった．

5. 上町断層メインセグメントへの他断層面の影響を
評価し，生駒断層および上町断層南部セグメント

以外の断層面はほんんどメインセグメントに影響

を及ぼさないと考えられる．

今後の展望として，断層長が短い場合 (L ≤ 20 km)
に松田式が適用できるかどうかをさらに検討し，適切

ではないと判断される場合は，他のスケーリング則を

断層長が短い領域で設定する．併せて他断層帯への本

手法の適用を試みたい．
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FINITE ELEMENT ANALYSIS OF SURFACE RUPTURE INCORPORATING
MATSUDA’s EQUATION: A CASE STUDY ON THE UEMACHI FAULT SYSTEM

IN THE OSAKA BASIN, CENTRAL JAPAN

Hidetaka SAOMOTO

To reliably predict surface rupture around the active fault, we need to compile much knowledge such
as fault plane shape, subsurface structure, regional stress field, geo-material properties, and the scaling law
represented by Matsuda’s equation. This paper presents a basic scheme to incorporate those knowledge
into the finite element analysis, especially focusing on the treatment of Matsuda’s equation. After the
scheme introduction, we performed a case study of displacement assessment on the Uemachi fault system
in the Osaka basin and then compared the simulated displacement with that obtained from borehole drilling
survey. This comparison showed that the simulated displacement (1.51 m) was almost in good agreement
with the field survey result (1.6 m – 2.4 m). In addition, the simulation revealed the severe regional stress
condition having ESE-WNW orientation of compressional axis which maximizes the displacement on most
fault planes in and around the Osaka basin. Also, the simulation disclosed the interaction effect between
the Uemachi fault segments and other fault planes. These results provide new insight in terms of the robust
design of infrastructures upon surface rupture assessment.
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